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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　親局と複数の子局とを電力線に結合し、親局と複数の子局との間で前記電力線を介して
それぞれの伝送周期毎に各種情報を時分割多重伝送する電力線搬送システムにおいて、前
記各種情報は、親局から１つ以上の子局に伝送される第１情報と、１つ以上の子局から親
局に伝送される第２情報と、１つ以上の子局から親局に伝送される送信要求情報と、前記
第１情報、前記第２情報、前記送信要求情報の伝送に先立って親局から複数の子局に伝送
され、前記第１情報、前記第２情報、前記送信要求情報の各伝送期間を割当てる伝送期間
割当情報とからなり、
　前記伝送期間割当情報、前記第１情報、前記第２情報、及び前記送信要求情報に先立っ
て発生される商用周波数電力の周期に基づいたタイミング信号、並びに前記タイミング信
号に応答して相関処理によって検出した前記伝送期間割当情報、前記第１情報、前記第２
情報、及び前記送信要求情報に設けられるプリアンブル信号により、それぞれ前記伝送期
間割当情報、前記第１情報、前記第２情報、前記送信要求情報の受信タイミングを設定す
るとともに、
　親局は、それぞれの伝送周期を前記電力線に伝送される電力周波数波形の一のゼロクロ
ス点から他のゼロクロス点までの長さに設定するとともに、前記第１情報、前記第２情報
、前記送信要求情報の各伝送割当期間をそれらの情報量に応じてそれぞれの伝送周期毎に
異なる長さに設定していることを特徴とする電力線搬送システム。
【請求項２】
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　親局と複数の子局とを電力線に結合し、親局と複数の子局との間で前記電力線を介して
それぞれの伝送周期毎に各種情報を時分割多重伝送する電力線搬送システムにおいて、前
記各種情報は、親局から１つ以上の子局に伝送される第１情報と、１つ以上の子局から親
局に伝送される第２情報と、１つ以上の子局から親局に伝送される送信要求情報と、前記
第１情報、前記第２情報、前記送信要求情報の伝送に先立って親局から複数の子局に伝送
され、前記第１情報、前記第２情報、前記送信要求情報の各伝送期間を割当てる伝送期間
割当情報とで構成され、
　前記第１情報、前記第２情報、及び前記送信要求情報に先立って発生される商用周波数
電力の周期に基づいたタイミング信号、並びに前記タイミング信号に応答して相関処理に
よって検出した前記第１情報、前記第２情報、及び前記送信要求情報に設けられるプリア
ンブル信号により、それぞれ前記第１情報、前記第２情報、前記送信要求情報の受信タイ
ミングを設定するとともに、
　親局は、それぞれの伝送周期を、前記電力線に伝送され電力周波数波形のゼロクロス点
から他のゼロクロス点までの長さに設定するとともに、前記第１情報、前記第２情報、前
記送信要求情報の各伝送割当期間をそれらの情報量に応じてそれぞれ可変に設定し、設定
した伝送期間割当情報を前記子局に伝送することを特徴とする電力線搬送システム。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明は、電力線搬送システムに係わり、特に、電力線に１つの親局と複数の子局とを結
合し、電力線を通して１つの親局と複数の子局との間で各種情報を時分割多重伝送する際
に、伝送情報の待ち時間を短縮し、親局と複数の子局に過分に負荷を掛けずに良好な品質
の情報伝送を行うことを可能にした電力線搬送システムに関する。
【０００２】
【従来の技術】
従来、１つの親局と複数の子局とを同一系統の電力線に結合し、１つの親局と複数の子局
との間でこの電力線を用いて各種情報（データ）を時分割多重伝送させる電力線搬送シス
テムが知られている。この既知の電力線搬送システムは、各種情報を高効率で伝送させる
ために、各種情報の伝送速度を高くしたり、伝送する各種情報の送信時の待ち時間を少な
くしたりする手段を講じている。また、電力線搬送システムは、情報伝送路として、商用
周波数電力を供給する電力線を用いているため、情報伝送路に多くのノイズ成分が含まれ
ており、それらのノイズが伝送される各種情報に影響を及ぼし、良好な品質の情報伝送を
行うことはできない。このため、電力線搬送システムは、各種情報を電力線を通して伝送
する際に、送信側において各種情報を搬送波信号で変調した後、変調搬送波信号として電
力線に送信し、受信側において電力線を通して供給された変調搬送波信号を受信し、受信
した変調搬送波信号を復調して元の各種情報を得るようにしている。
【０００３】
一般に、情報伝送時には、情報の伝送速度と情報伝送に利用可能な伝送周波数帯域とが比
例関係にあることが知られており、電力線搬送システムにおいても、情報伝送時の伝送周
波数帯域が規定されることになる。そして、電力線搬送システムにおいて、情報の伝送速
度を高めるには、周波数利用効率の高い変調方式を用いればよいことが知られており、そ
の一例として、第１に特開平９－２０００９６号公報に開示の方式があり、第２に特開平
１１－２５１９７９号公報に開示の方式があり、第３に特開平１０－３１３２６８号公報
に開示の方式がある。この場合、特開平９－２０００９６号公報に開示の方式は、一つの
搬送周波数信号を用いて同時に２ビットのデータを伝送する直交位相変調方式に関するも
のであり、特開平１１－２５１９７９号公報に開示の方式は、周波数多重及び時分割多重
と周波数偏移変調方式とを併用しているものであり、特開平１０－３１３２６８号公報に
開示の方式は、送信信号を周波数領域で拡散し、耐ノイズ性を向上させ、結果的に伝送速
度を向上することを可能にしたスペクトル拡散変調方式を用いているものである。
【０００４】
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また、電力線搬送システムにおいて、親局及び／または複数の子局の中のいずれか１つま
たは２つ以上の子局に送信すべき情報が得られたときに、その情報を送信する待ち時間を
少なくする方式についても、幾つかの提案がなされており、その一例として、特開昭５７
－１１１１３７号に開示のポーリング方式がある。この特開昭５７－１１１１３７号に開
示のポーリング方式は、親局からポーリング信号を指定した子局宛てに送信すると、指定
した子局がそのポーリング信号を受け、送信すべき情報を親局宛てに送信する。このとき
、指定した子局以外の子局が親局に送信要求を出すと、親局がその送信要求に応答してそ
の子局から送信すべき情報を親局宛てに送信することができるものである。
【０００５】
ところで、電力線搬送システムに限らず、各種データを搬送波周波数信号で変調した後で
送信する伝送システムにおいては、各種データを復調するときに、その復調を行うに先立
って、各種データ列の間隔等の同期を確立する必要がある。このため、この種の伝送シス
テムにおいては、各種データを送信する際に、各種データ列の間隔等の同期を確立するた
めのプリアンブル信号を付加して送信する方式が採用されており、その方式の一例として
、特許第２８２７８３４号明細書、特開平２－２８１８２０号公報等に開示のものがある
。
【０００６】
さらに、電力線搬送システムにおいては、電力線に商用周波数５０Ｈｚまたは６０Ｈｚの
電力が供給されていることから、電力線を伝送させるデータ列のビット間隔を商用周波数
の周期に一致させることにより、プリアンブル信号を用いることなく、データ列の間隔等
の同期を確立させる方式も知られており、その一例として、特開昭５６－８６０４１号公
報に開示のもの、特開平３－１３０１６号公報に開示のもの、特開平２－２１０８３３１
号公報に開示のもの等がある。
【０００７】
【発明が解決しようとする課題】
既知の電力線搬送システムにおいて、前述のように、情報の伝送速度を高くするために、
周波数利用効率の高い変調方式を用いたものは、一つの搬送周波数に対して、複数のデー
タを同時に送信できるという利点があるものの、周波数利用効率の高い変調方式を用いた
場合は、情報（データ）対雑音（ノイズ）の伝送誤り率が増大し、同じ情報（データ）の
再送信回数が増えてしまい、その結果、必ずしも伝送速度が高くなったことにならない場
合がある。
【０００８】
また、既知の電力線搬送システムにおいて、前述のように、情報を送信する待ち時間の少
ないポーリング方式を用いたものは、親局より情報送信を許可された子局が情報送信を終
了するのを待って、送信情報（データ）が発生した別の子局が親局に対して送信要求信号
を送信し、親局がポーリング信号を別の子局に送信した後、別の子局の情報（データ）の
送信が開始されるため、通常、複数の子局に順番にポーリング信号を送信している既知の
ポーリング方式に比べれば、送信情報（データ）の待ち時間は少なくなるが、送信情報（
データ）の待ち時間が発生する頻度は高くなるので、必ずしも効率のよい電力線搬送シス
テムであるとはいい難いものである。
【０００９】
さらに、既知の電力線搬送システムにおいて、前述のように、プリアンブル信号を用いる
ことなく、商用周波数を利用してデータ列の間隔等の同期を確立させる方式を用いたもの
は、商用周波数の周波数安定度から商用周波数の１００倍程度の伝送速度が上限速度にな
る、すなわち、商用周波数が変動した場合、情報（データ）の受信側が誤ったタイミング
によってデータ間隔を受信するため、変調搬送波信号を正規に復調することができなくな
ることがある。従って、情報（データ）の伝送速度が数ｋｂｐｓ以上の電力線搬送システ
ムにおいては、この方式は用いられず、プリアンブル信号を用いて同期を取る方式が用い
られる。この方式は、プリアンブル信号の送信の開始時間が受信側において不明であるた
め、親局及び複数の子局は、自局から情報を送信するとき以外、常時、プリアンブル信号
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の検出を行わねばならないことになる。そして、この種の電力線搬送システムにおいては
、親局及び子局を構成する際に、プリアンブル検出回路を含む各種回路部分をマイクロコ
ンピュータやデジタルシグナルプロセッサ（ＤＳＰ）等のデジタル回路で構成することが
普通であるため、プリアンブル検出回路が常時プリアンブル信号の検出を行っていたとす
れば、制御部がプリアンブル信号の検出に掛りきりになって、他の情報（データ）処理を
実行できなくなる。このため、この種の電力線搬送システムは、複数のＤＳＰを用いたり
、高価で大規模なＤＳＰを用いたりする必要があり、その場合に、親局や子局の回路構成
が複雑になったり、システム全体の構成が大規模になったりする。
【００１０】
本発明は、このような技術的背景に鑑みてなされたもので、その目的は、各種情報の伝送
速度を実質的に高め、送信情報の待ち時間が短く、かつ、制御部の負荷を軽減して効率的
に動作させることを可能にした電力線搬送システムを提供することにある。
【００１１】
【課題を解決するための手段】
　上記目的を達成するために、本発明による電力線搬送システムは、親局と複数の子局と
を電力線に結合し、親局と複数の子局との間で前記電力線を介してそれぞれの伝送周期毎
に各種情報を時分割多重伝送する電力線搬送システムにおいて、前記各種情報は、親局か
ら１つ以上の子局に伝送される第１情報と、１つ以上の子局から親局に伝送される第２情
報と、１つ以上の子局から親局に伝送される送信要求情報と、前記第１情報、前記第２情
報、前記送信要求情報の伝送に先立って親局から複数の子局に伝送され、前記第１情報、
前記第２情報、前記送信要求情報の各伝送期間を割当てる伝送期間割当情報とからなり、
　前記伝送期間割当情報、前記第１情報、前記第２情報、及び前記送信要求情報に先立っ
て発生される商用周波数電力の周期に基づいたタイミング信号、並びに前記タイミング信
号に応答して相関処理によって検出した前記伝送期間割当情報、前記第１情報、前記第２
情報、及び前記送信要求情報に設けられるプリアンブル信号により、それぞれ前記伝送期
間割当情報、前記第１情報、前記第２情報、前記送信要求情報の受信タイミングを設定す
るとともに、
　親局は、それぞれの伝送周期を前記電力線に伝送される電力周波数波形の一のゼロクロ
ス点から他のゼロクロス点までの長さに設定するとともに、前記第１情報、前記第２情報
、前記送信要求情報の各伝送割当期間をそれらの情報量に応じてそれぞれの伝送周期毎に
異なる長さに設定する手段を備えている。
【００１２】
　前記手段によれば、いずれかの子局が送信すべき情報を得たとき、その子局から送信要
求情報を親局に送信し、送信要求情報を受信した親局がその子局に情報送信できる時間領
域を割付け、情報送信の割付けが行われた各子局が時分割多重で情報（データ）を送信す
るようにしているので、一つの子局の情報送信が終了するまで他の子局が情報送信を待つ
必要がなくなり、また、それぞれの伝送周期毎に、親局から子局への伝送情報（第１情報
）、子局から親局への伝送情報（第２情報）、子局から親局への送信要求情報、それらの
情報に先立って親局から子局に送信されるそれらの情報の送信期間を割当てる伝送期間割
当情報の４つの情報の合計の送信周期を電力周波数の整数分の１の周波数に対する周期に
等しい一定の長さに設定し、その中で、４つの情報の伝送期間をそれらの情報量に応じて
可変にしているので、融通性の高い情報伝送処理が行われ、それにより各種情報の伝送速
度を実質的に高め、かつ、送信情報の待ち時間を短くすることができる。
【００１３】
この他にも、前記手段によれば、それぞれの伝送周期の始まりが商用周波数の整数分の１
に当たる予め決められた商用周波数の振幅位置になるので、伝送期間割当情報に先立って
送信されるプリアンブル信号を検出する際に、商用周波数の整数分の１に当たる予め決め
られた商用周波数の振幅位置の直前から検出を開始すれば足り、制御部がプリアンブル信
号の検出を行うときの負荷が大幅に軽減され、その分、他の情報処理を効率的に実行させ
ることができる。
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【００１４】
また、前記手段における各種情報は、それぞれの伝送周期において、第１情報、第２情報
、送信要求情報の中のいずれか１つまたは２つの情報について伝送すべき情報がない場合
、伝送すべき情報がない１つまたは２つの情報の伝送期間を他の情報の伝送期間に割当て
る１つの付加手段を備えることが好適である。
【００１５】
前記１つの付加手段によれば、それぞれの伝送周期内に、第１情報、第２情報、送信要求
情報として伝送すべき情報がない場合、伝送すべき情報がない情報の伝送期間に割当てを
なくし、その分、他の情報の伝送期間に割当てるようにしているので、前記手段に比べて
、より融通性の高い情報伝送処理を行うことができるとともに、前記手段と同様に、各種
情報の伝送速度を実質的に高め、送信情報の待ち時間を短くすることができる。
【００１６】
さらに、前記手段における伝送期間割当情報は、第１情報、第２情報、送信要求情報のそ
れぞれの情報に対する伝送開始時間及び伝送持続時間、伝送時に用いられる情報変調方式
、誤り訂正符号化率等の情報内容からなり、この中で、情報変調方式は、再送信情報頻度
の発生回数等に基づく電力線の情報伝送状態の良否に応じて親局が決定している他の付加
手段を備えることが好ましい。
【００１７】
前記他の付加手段によれば、情報の伝送に用いられる情報変調方式は、親局が再送信情報
頻度の発生回数等を常時監視し、その監視結果にから電力線の情報伝送状態の良否を判定
し、その判定に応じてその時点で最も周波数利用効率が高く、かつ、伝送品質が良好な変
調方式を選択するようにしているので、情報の伝送品質が良好な状態を維持しながら、各
種情報の伝送速度を実質的に高めることができる。
【００１８】
【発明の実施の形態】
以下、本発明の実施の形態を図面を参照して説明する。
【００１９】
図１は、本発明による電力線搬送システムの一つの実施の形態を示すもので、親局及び子
局の要部構成を示すブロック図である。
【００２０】
図１に示されるように、この実施の形態による電力線搬送システムは、１つの親局１と、
複数（Ｎ）の子局２Ａ、２Ｂ、２Ｃ、…　…、２Ｎと、電力線３とからなり、１つの親局
１と複数の子局２Ａ、２Ｂ、２Ｃ、…　…、２Ｎがそれぞれ電力線３に結合されている。
【００２１】
この場合、親局１は、結合器４と、電力増幅器（アンプ）５と、変調器６と、送信タイミ
ング制御回路７と、プリアンブル信号生成回路８と、パケットデータ生成回路９と、フレ
ームヘッダ生成回路１０と、フレームスケジューラ１１と、電源周期検出回路１２と、プ
リアンブル検出回路１３と、受信タイミング制御回路１４と、復調器１５と、送信要求検
出回路１６と、パケットデータ分離回路１７と、制御部１８とを備えている。
【００２２】
そして、結合器４は、一対の結合端子が電力線３に接続され、入力端子が電力増幅器５の
出力端子に接続され、出力端子が電源周期検出回路１２、プリアンブル検出回路１３、復
調器１５の各入力端子に接続される。電力増幅器５は、入力端子が変調器６の出力端子に
接続される。送信タイミング制御回路７は、出力端子が変調器６の入力端子に接続され、
入力端子がプリアンブル信号生成回路８の出力端子、パケットデータ生成回路９の出力端
子、フレームヘッダ生成回路１０の出力端子にそれぞれ接続され、制御端子が電源周期検
出回路１２の出力端子に接続される。パケットデータ生成回路９は、入力端子が送信デー
タ発生装置（図示なし）に接続され、フレームヘッダ生成回路１０は、入力端子がフレー
ムスケジューラ１１の出力端子に接続される。フレームスケジューラ１１は、入力端子が
送信データ発生装置（図示なし）と、送信要求検出回路１６の出力端子と、パケットデー
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タ分離回路１７の出力端子にそれぞれ接続される。
【００２３】
電源周期検出回路１２は、出力端子がプリアンブル検出回路１３の入力端子に接続され、
プリアンブル検出回路１３は、入出力端子が受信タイミング制御回路１４の入出力端子に
接続される。受信タイミング制御回路１４は、出力端子が復調器１５の入力端子、送信要
求検出回路１６の入力端子、パケットデータ分離回路１７の入力端子にそれぞれ接続され
る。復調器１５は、出力端子が送信要求検出回路１６の入力端子と、パケットデータ分離
回路１７の入力端子にそれぞれ接続される。パケットデータ分離回路１７は、出力端子が
受信データ利用回路（図示なし）に接続される。なお、制御部１８は、接続状態が図示さ
れていないが、各部に接続され、各部の動作状態を制御している。
【００２４】
また、複数の子局２Ａ、２Ｂ、２Ｃ、…　…、２Ｎは、いずれも同じ構成を有するもので
、要部構成が図示されている子局２Ａの構成を例に挙げて述べると、子局２Ａは、結合器
１９と、電力増幅器（アンプ）２０と、変調器２１と、送信タイミング制御回路２２と、
プリアンブル信号生成回路２３と、パケットデータ生成回路２４と、送信要求生成回路２
５と、電源周期検出回路２６と、プリアンブル検出回路２７と、受信タイミング制御回路
２８と、復調器２９と、フレームヘッダ解読回路３０と、パケットデータ分離回路３１と
、制御部３２とを備えている。
【００２５】
そして、結合器１９は、一対の結合端子が電力線３に接続され、入力端子が電力増幅器２
０の出力端子に接続され、出力端子が電源周期検出回路２６、プリアンブル検出回路２７
、復調器２９の各入力端子に接続される。電力増幅器２０は、入力端子が変調器２１の出
力端子に接続される。送信タイミング制御回路２２は、出力端子が変調器２１の入力端子
に接続され、入力端子がプリアンブル信号生成回路２３の出力端子、パケットデータ生成
回路２４の出力端子、送信要求生成回路２５の出力端子にそれぞれ接続され、制御端子が
電源周期検出回路２６の出力端子と、フレームヘッダ解読回路３０の出力端子にそれぞれ
接続される。パケットデータ生成回路２４は、入力端子が送信データ発生装置（図示なし
）に接続され、送信要求生成回路２５は、入力端子が送信データ発生装置（図示なし）に
接続される。
【００２６】
電源周期検出回路２６は、出力端子がプリアンブル検出回路２７の入力端子に接続され、
プリアンブル検出回路２７は、入出力端子が受信タイミング制御回路２８の入出力端子に
接続される。受信タイミング制御回路２８は、入出力端子がフレームヘッダ解読回路３０
の入出力端子に接続され、出力端子が復調器２９の入力端子、パケットデータ分離回路３
１の入力端子にそれぞれ接続される。復調器２９は、出力端子がフレームヘッダ解読回路
３０の入力端子と、パケットデータ分離回路３１の入力端子にそれぞれ接続される。パケ
ットデータ分離回路３１は、出力端子が受信データ利用回路（図示なし）に接続される。
なお、制御部３２は、接続状態が図示されていないが、各部に接続され、各部の動作状態
を制御している。
【００２７】
次に、図２は、図１に図示された電力線搬送システムにおいて、各フレーム周期毎に電力
線３に伝送される伝送情報の構成の一例を示す説明図である。
【００２８】
図２に示されるように、ある１フレーム周期に電力線３に伝送される伝送情報は、先頭の
フレームヘッダ領域３３と、その次のダウンリンク（Ｄｏｗｎ　Ｌｉｎｋ）情報領域３４
と、その次のアップリンク（Ｕｐ　Ｌｉｎｋ）情報領域３５と、最後の送信要求情報領域
３６とからなっている。また、フレームヘッダ領域３３は、プリアンブル信号３３0 とそ
れに続くフレームヘッダ３３1 とからなり、ダウンリンク情報領域３４は、プリアンブル
信号３４0 とそれに続くｎ（ｎは正の整数）個のパケット情報（パケット１乃至パケット
ｎ）３４1 、３４2 、……、３４n とからなり、アップリンク情報領域３５は、プリアン
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ブル信号３５0 とそれに続くｍ（ｍは正の整数）個のパケット情報（パケット１乃至パケ
ットｍ）３５1 、３５2 、…　…、３５m とからなり、送信要求情報領域３６は、プリア
ンブル信号３６01とそれに続く送信要求情報３６11、プリアンブル信号３６02とそれに続
く送信要求情報３６12、…　…、プリアンブル信号３６0kとそれに続く送信要求情報３６

1kとからなっている。
【００２９】
この場合、フレームヘッダ３３1 は、プリアンブル信号３４0 とそれに続くｎ個のパケッ
ト情報３４1 ～３４n のそれぞれの情報に対する伝送開始時間及び伝送持続時間、プリア
ンブル信号３５0 とそれに続くｍ個のパケット情報３５1 ～３５m のそれぞれの情報に対
する伝送開始時間及び伝送持続時間、送信要求情報のプリアンブル信号３６01とそれに続
く送信要求情報３６11乃至プリアンブル信号３６0kとそれに続く送信要求情報３６1kのそ
れぞれの情報に対する伝送開始時間及び伝送持続時間、これらの情報を伝送するときに用
いられる情報変調方式、誤り訂正符号化率等の情報内容を有している。また、パケット情
報３４1 ～３４n は、親局１から複数の子局２Ａ～２Ｎの中のいずれか１つ以上の子局宛
てに送信する情報であり、パケット情報３５1 ～３５m は、複数の子局２Ａ～２Ｎの中の
いずれか１つ以上の子局から親局１宛てに送信する情報であり、送信要求情報３６11乃至
送信要求情報３６1kは、送信すべき情報が得られた複数の子局２Ａ～２Ｎの中のいずれか
１つ以上の子局が親局１宛てに送信する情報である。
【００３０】
ところで、１フレーム周期の長さは、図２に示されるように、電力線３に供給される商用
周波数の１つの負－正転換ゼロクロス点Ｃ0 から３周期先の同じ負－正変位ゼロクロス点
Ｃ1 までであり、それぞれのフレーム周期の長さは、商用周波数の３周期分の長さで、一
定の長さである。そして、それぞれのフレーム周期においては、前記３周期毎の負－正転
換ゼロクロス点Ｃ0 、Ｃ1 、Ｃ2 、…　…の到来時点になると、親局１は、電力線３にフ
レームヘッダ領域３３を構成するプリアンブル信号３３0 とそれに続くフレームヘッダ３
３1 を電力線３に送信し、複数の子局２Ａ～２Ｎは、電力線３を通して伝送されてきたプ
リアンブル信号３３0 とそれに続くフレームヘッダ３３1 をそれぞれ受信する。
【００３１】
これに対して、フレームヘッダ領域３３、ダウンリンク情報領域３４、アップリンク情報
領域３５、送信要求情報領域３６のそれぞれの長さは、全体の長さが１フレーム周期の長
さによって規定されているものの、その１フレーム周期に送信すべき情報量に応じて、適
宜その長さが可変にされる。そして、図２におけるある１フレーム周期に続く次の１フレ
ーム周期に示されるように、その１フレーム周期に複数の子局２Ａ～２Ｎのいずれかから
親局１宛てに送信するパケット情報３５1 ～３５m がない場合、アップリンク情報領域３
５をなくし、その分、ダウンリンク情報領域３４の長さを長くしている。同じように、そ
の１フレーム周期に親局１から複数の子局２Ａ～２Ｎのいずれかに宛てに送信するパケッ
ト情報３４1 ～３４n がない場合、ダウンリンク情報領域３４をなくし、その分、アップ
リンク情報領域３５の長さを長くすることもでき、さらに、その１フレーム周期に複数の
子局２Ａ～２Ｎのいずれかから親局１宛てに送信する送信要求情報３６11～３６1kがない
場合、送信要求情報領域３６ををなくし、その分、ダウンリンク情報領域３４及び／また
はアップリンク情報領域３５の長さを長くすることもできる。
【００３２】
このとき、複数の子局２Ａ～２Ｎは、親局１におけるプリアンブル信号３３0 とそれに続
くフレームヘッダ３３1 の送信時期が、電力線３に供給される商用周波数の３周期毎の負
－正転換ゼロクロス点Ｃ0 、Ｃ1 、Ｃ2 、…　…の到来時期であることが判っているので
、複数の子局２Ａ～２Ｎの各制御部３２は、３周期毎の負－正転換ゼロクロス点Ｃ0 、Ｃ

1 、Ｃ2 、…　…の到来時期の直前になったとき、プリアンブル信号３３0 とそれに続く
フレームヘッダ３３1 の受信準備、すなわち、プリアンブル信号３３0 を検出する準備に
取り掛ればよく、プリアンブル信号を用いているこれまでの方式のように、常時、制御部
３２がプリアンブル信号の検出をしている必要がなくなり、その分、制御部３２の負荷が
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大幅に低減され、制御部３２を他の情報処理を実行させることが可能になるとともに、制
御部３２として大規模のものを用いる必要がないので、全体の回路構成を単純化すること
ができる。
【００３３】
ここで、図１に図示された電力線搬送システムの動作の概要を、図２に図示された説明図
を併用して説明する。
【００３４】
始めに、親局１で行われる動作について述べる。
【００３５】
図示されていない送信データ発生装置から送信情報（データ）がパケットデータ生成回路
９に供給されると、パケットデータ生成回路９が供給される個別の送信情報を図２に示さ
れるようなパケット情報３４1 ～３４n になるようにパケット編成し、編成したパケット
情報３４1 ～３４n を送信タイミング制御回路７に供給する。この時点に、プリアンブル
信号生成回路８は、フレームヘッダ３３1 に付与するプリアンブル信号３３0 及びパケッ
ト情報３４1 ～３４n に付与するプリアンブル信号３４0 を生成し、生成したプリアンブ
ル信号３３0 、３４0 を送信タイミング制御回路７に供給する。また、フレームヘッダ生
成回路１０は、後述するフレームスケジューラ１１の制御によりフレームヘッダ３３1 を
生成し、生成したフレームヘッダ３３1 を送信タイミング制御回路７に供給する。この場
合、プリアンブル信号３３0 、３４0 は、予め決められた時系列信号パターンによって構
成されている。送信タイミング制御回路７は、供給されたプリアンブル信号３３0 、３４

0 、フレームヘッダ３３1 、パケット情報３４1 ～３４n を予め決められたタイミング時
点に予め決められた順序に組み合わせる。この組み合わせにより、フレームヘッダ領域３
３にはプリアンブル信号３３0 とそれに続くフレームヘッダ３３1 が含まれ、ダウンリン
ク情報領域３４にはプリアンブル信号３４0 とそれに続くパケット情報３４1 ～３４n が
含まれた時系列情報を図２に示されるように形成し、形成した時系列情報を変調器６に供
給する。変調器６は、供給された時系列情報を予め決められた変調方式を用いて変調して
送信情報を形成し、この送信情報を電力増幅器５に供給する。電力増幅器５は、供給され
た送信情報を所定レベルまで電力増幅し、結合器４を通して電力線３に伝送情報として出
力する。
【００３６】
また、親局１は、図２に示されるようなタイミング時点に、電力線３を通して複数の子局
２Ａ～２Ｎのいずれかから、アップリンク情報領域３５にはプリアンブル信号３５0 とそ
れに続くパケット情報３５1 ～３５m が含まれ、送信要求情報領域３６にはプリアンブル
信号３６01とそれに続く送信要求情報３６11乃至プリアンブル信号３６0kとそれに続く送
信要求情報３６1kが含まれた伝送情報が伝送されてくると、その伝送情報を結合器４を通
して受信する。このとき、電源周期検出回路１２は、電力線３に供給されている商用周波
数電力を結合器４を通して受領して商用周波数電力の周期を検出し、検出した周期に基づ
いたタイミング信号を発生し、得られたタイミング信号を送信タイミング制御回路７及び
プリアンブル検出回路１３に供給する。送信タイミング制御回路７は、このタイミング信
号を時系列情報形成のタイミングを取るのに利用しており、プリアンブル検出回路１３は
、供給されたタイミング信号に応答し、受信した伝送情報に含まれているプリアンブル信
号３５0 、３６01乃至３６0kを相関処理等によって検出し、検出したプリアンブル信号３
５0 、３６01乃至３６0kを受信タイミング制御回路１４に供給する。受信タイミング制御
回路１４は、供給されたプリアンブル信号３５0 、３６01乃至３６0kに基づいて受信した
伝送情報の受信タイミングを設定し、タイミング設定信号を復調器１５、送信要求検出回
路１６、パケットデータ分離回路１７に供給する。復調器１５は、供給されるタイミング
設定信号に基づき、変調されたパケット情報３５1 ～３５m 及び各送信要求情報３６11乃
至３６1kを復調し、パケット情報３５1 ～３５m をパケットデータ分離回路１７に供給し
、各送信要求情報３６11乃至３６1kを送信要求検出回路１６に供給する。送信要求検出回
路１６は、供給された各送信要求情報３６11乃至３６1kを解読し、解読結果をフレームス
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ケジューラ１１に供給する。パケットデータ分離回路１７は、パケット情報３５1 ～３５

m をそれぞれ分離し、個別の受信情報（データ）として図示されない受信データ利用回路
に供給される。
【００３７】
フレームスケジューラ１１は、解読された送信要求情報３６11乃至３６1k及び送信データ
発生装置から供給される送信情報から、次の伝送周期におけるダウンリンク情報領域３５
の長さ及びアップリンク情報領域３６の長さを設定する長さ設定信号と、パケットデータ
分離回路１７から各伝送周期毎に供給される伝送誤り検出信号、例えばＣＲＣ信号（巡回
符号）の供給の度合いに基づき変調器６の変調方式を指定する変調指定信号とをフレーム
ヘッダ生成回路１０に供給し、送信タイミング制御回路７で形成される時系列送信情報の
送信タイミングを設定し、変調器６における変調方式を設定する。
【００３８】
次に、複数の子局２Ａ～２Ｎの動作について述べる。
【００３９】
図示されていない送信データ発生装置から送信情報（データ）がパケットデータ生成回路
２４及び送信要求生成回路２５に供給されると、送信要求生成回路２５は、図２に示され
るように、供給される個別の送信情報に基づいて送信要求情報３６11乃至３６1kを生成し
、生成した送信要求情報３６11乃至３６1kを送信タイミング制御回路２２に供給する。一
方、パケットデータ生成回路２５は、供給される個別の送信情報をパケット情報３５1 ～
３５m になるようにパケット編成し、編成したパケット情報３５1 ～３５m を送信タイミ
ング制御回路２２に供給する。この時点に、プリアンブル信号生成回路２３は、送信要求
情報３６11乃至３６1kにそれぞれ付与するプリアンブル信号３６01乃至３６0k、及び、パ
ケット情報３５1 ～３５m に付与するプリアンブル信号３５0 をそれぞれ生成し、生成し
た各プリアンブル信号３６01乃至３６0k、３５0 を送信タイミング制御回路２２に供給す
る。送信タイミング制御回路７は、供給されたそれぞれのプリアンブル信号３６01乃至３
６0kに対応する送信要求情報３６11乃至３６1kの組み合わせを予め決められたタイミング
時点に実行する。この組み合わせにより、送信要求情報領域３６にはプリアンブル信号３
６01とそれに続く送信要求情報３６11、プリアンブル信号３６02とそれに続く送信要求情
報３６12、…　…、プリアンブル信号３６0kとそれに続く送信要求情報３６1kがそれぞれ
含まれた時系列情報が形成され、形成された時系列情報を変調器２１に供給する。変調器
２１は、供給された時系列情報を予め決められた変調方式で変調して送信情報を形成し、
この送信情報を電力増幅器２０に供給する。電力増幅器２０は、供給された送信情報を所
定レベルまで電力増幅し、結合器１９を通して電力線３に伝送情報として出力する。
【００４０】
その後、次の伝送周期に、親局１から供給されるフレームヘッダ３３1 により、前の伝送
周期に送信要求情報３６11乃至３６1kとして送信した各情報の送信が許可されたことが確
認された場合、送信タイミング制御回路２２は、供給されているプリアンブル信号３５0 

とパケット情報３５1 ～３５m とを予め決められたタイミング時点に予め決められた順序
で組み合わせ、アップリンク情報領域３５にはプリアンブル信号３５0 とそれに続くパケ
ット情報３５1 ～３５m が含まれた時系列情報を形成し、この時系列情報を変調器２１に
供給する。変調器２１は、供給された時系列情報を予め決められた変調方式によって変調
して送信情報を形成し、この送信情報を電力増幅器２０に供給する。電力増幅器２０は、
供給された送信情報を所定レベルまで電力増幅し、結合器１９を通して電力線３に伝送情
報として出力する。
【００４１】
また、複数の子局２Ａ～２Ｎは、図２に示されるようなタイミング時点に、電力線３を通
して親局１から、フレームヘッダ領域３３にプリアンブル信号３３0 とそれに続くフレー
ムヘッダ３３1 ～３５m が含まれ、ダウンリンク情報領域３４にプリアンブル信号３４0 

とそれに続くパケット情報３４1 ～３４n が含まれた伝送情報が伝送されてくると、その
伝送情報を結合器１９を通して受信する。このときも、電源周期検出回路２６は、電力線
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３に供給されている商用周波数電力を結合器１９を通して受領して商用周波数電力の周期
を検出し、検出した周期に基づいたタイミング信号を発生し、得られたタイミング信号を
送信タイミング制御回路２２及びプリアンブル検出回路２７に供給する。送信タイミング
制御回路２２は、このタイミング信号を時系列情報形成のタイミングを取るのに利用して
おり、プリアンブル検出回路２７は、供給されたタイミング信号に応答して、受信した伝
送情報に含まれているプリアンブル信号３３0 、３４0 を相関処理等によって検出し、検
出したプリアンブル信号３３0 、３４0 を受信タイミング制御回路２８に供給する。受信
タイミング制御回路２８は、供給されたプリアンブル信号３３0 、３４0 に基づき受信し
た伝送情報の受信タイミングを設定し、タイミング設定情報を復調器２９、フレームヘッ
ダ解読回路３０、パケットデータ分離回路３１に供給する。復調器２９は、供給されるタ
イミング設定情報に基づき変調されたフレームヘッダ３３1 及びパケット情報３４1 ～３
４n を復調し、フレームヘッダ３３1 をフレームヘッダ解読回路３０に供給し、パケット
情報３４1 ～３４n をパケットデータ分離回路３１に供給する。フレームヘッダ解読回路
３０は、供給されたフレームヘッダ３３1 を解読し、解読結果を送信タイミング制御回路
２２に供給し、送信タイミング制御回路２２で形成する時系列情報の形成時期や送出時期
を設定する。パケットデータ分離回路３１は、パケット情報３４1 ～３４n をそれぞれ分
離し、個別の受信情報（データ）として図示されない受信データ利用回路に供給する。
【００４２】
前記複数の子局２Ａ～２Ｎにおける動作の説明は、複数の子局２Ａ～２Ｎにおいて実行さ
れる全体の動作について行ったものであるが、それぞれの子局２Ａ～２Ｎの動作は、親局
１から送信されてくるフレームヘッダ３３1 の情報内容に基づいて行われるものである。
【００４３】
例えば、フレームヘッダ３３1 の情報内容の中に、子局２Ａからの伝送情報の送信をある
タイミング時に許可する旨の内容が含まれていた場合、子局２Ａは、指定されたタイミン
グになったとき、親局１に宛てて伝送情報を送信するものであり、他の子局２Ｂ～２Ｎの
動作も子局２Ａの動作と同じである。また、例えば、フレームヘッダ３３1 の情報内容の
中に、送信要求情報３６11乃至３６1kを送信してもよい旨の内容が含まれていた場合、子
局２Ａは、送信可能なタイミングになったとき、親局１に宛てて送信要求情報３６11を送
信するものであり、他の子局２Ｂ～２Ｎの動作も子局２Ａの動作と同じである。
【００４４】
次いで、ダウンリンク情報領域３４の長さ及びアップリンク情報領域３５の長さが情報量
に対応して変化させる状態を、簡単な例を挙げて説明する。ただし、説明を簡素化にする
ために、それぞれのプリアンブル信号３４0 、３５0 の伝送期間の長さを省略し、１フレ
ーム周期内に伝送可能なデータ量を１０００バイトであるとする。
【００４５】
いま、ある時刻において、親局１から子局２Ａに５０００バイトのデータの送信を開始し
たとする。その送信が開始された直後に、他の子局２Ｂから親局１へ送信すべきデータが
２０バイト発生したとする。従来のこの種の電力線搬送システムにおいては、送信データ
を連続して送信する場合、５０００バイトのデータの送信が終了する６フレーム周期にな
るまで、子局２Ｂはデータを送信することができない。
【００４６】
これに対して、本発明による電力線搬送システムは、フレームヘッダ３３1 を２００バイ
ト、送信要求情報３６11乃至３６1kを１００バイトとし、残りの７００バイトをダウンリ
ンク情報領域３４及びアップリンク情報領域３５に割当てたとすると、最初のフレーム周
期においては、親局１から送信するデータ５０００バイトのみをフレームスケジューラ１
１が認識しているため、ダウンリンク情報領域３４に７００バイトを割当てる。子局２Ｂ
は、最初のフレーム周期の送信要求情報３６11を用い、子局２Ｂに送信すべきデータが２
０バイトあることを親局１に送信する。このとき、フレームスケジューラ１１は、次の（
２番目の）フレーム周期において、アップリンク情報領域３５に２０バイトを割当て、ダ
ウンリンク情報領域３４に残りの６８０バイトを割当てる。従って、子局２Ｂは、次の（
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２番目の）フレーム周期におけるアップリンク情報領域３５を用いて２０バイトのデータ
を送信することができる。
【００４７】
なお、前記説明においては、親局１及び各２Ａ～２Ｎで用いられる電源周期検出回路１２
、２６は、伝送情報を伝送させる場合の各伝送周期の始めの位置を商用周波数電力の信号
波形における３周期毎の負－正転換ゼロクロス点になるようにした例を挙げたものである
が、本発明による各伝送周期の始めの位置は、前記のような３周期毎の負－正転換ゼロク
ロス点の例に限られるものでなく、前記信号波形における２周期、４周期またはそれ以上
の周期毎の負－正転換ゼロクロス点になるようにしてもよく、前記信号波形における正－
負転換ゼロクロス点であってもよく、前記商用周波数電力の信号波形における最大振幅点
（正極性側または負極性側）であってもよく、前記商用周波数電力の信号波形における任
意の振幅点であってもよい。
【００４８】
ここで、図３（ａ）、（ｂ）は、各伝送周期の始めの位置を、前記商用周波数電力の信号
波形における任意の振幅点に選ぶことが可能な電源周期検出回路１２、２６の構成の一例
を示すもので、（ａ）はそのブロック図、（ｂ）は各部の信号波形の一例を示す波形図で
ある。
【００４９】
図３（ａ）に示すように、電源周期検出回路１２（２６）は、商用周波数電力を選択抽出
するバンドパスフィルタ（ＢＰＦ）３７と、バンドパスフィルタ３７の抽出出力としきい
値Ａとを比較して比較出力を発生する比較器３８と、比較出力をカウントして特定のカウ
ント値に達したときに検出出力を発生するカウンタ３９とからなっている。
【００５０】
この場合、図３（ｂ）に示すように、バンドパスフィルタ３７から出力された商用周波数
信号（ＢＰＦ３７の出力波形）としきい値Ａとが比較器３８に供給されたとき、ＢＰＦ３
７の出力波形の振幅が負方向から正方向に移行中にしきい値Ａに一致したとき、比較器３
８の出力比較信号（比較器３８の出力波形）が負極性（ゼロ極性）から正極性に変化し、
ＢＰＦ３７の出力波形の振幅が正方向から負方向に移行中にしきい値Ａに一致したとき、
比較器３８の出力波形が正極性から負極性（ゼロ極性）に変化する。そして、カウンタ３
９は、比較器３８の出力波形が負極性（ゼロ極性）から正極性への転換点（立上り点）を
カウントし、そのカウント値が例えば３になる度に検出出力を発生するもので、それによ
り３周期毎の負－正転換ゼロクロス点の検出を行ったときと同じように、３周期毎の伝送
周期の所定振幅時を検出することができるものである。そして、この電源周期検出回路１
２（２６）は、しきい値Ａの値を変化させることにより、各伝送周期の始めの位置を商用
周波数信号の信号波形の任意の振幅点に選ぶことができる。
【００５１】
このように、従来のこの種の電力線搬送システムにおいては、子局２Ｂが情報を送信する
際に、送信すべき情報が得られてから５フレーム周期の待ち時間が必要であったのに対し
、本発明による電力線搬送システムによれば、送信すべき情報が得られてから１フレーム
周期の待ち時間を経るだけでよく、情報送信に対する待ち時間を大幅に低減することが可
能になる。
【００５２】
一般に、プリアンブル信号は、親局１あるいは各子局２Ａ～２Ｎから時間的に連続して異
なる情報を送信する場合、各情報毎に付加する必要があるもので、これは本発明による電
力線搬送システムに限らず、プリアンブル信号によて同期を取るシステムにおいては必要
なものである。
【００５３】
この場合、前述のように、フレームヘッダ領域３３におけるプリアンブル信号３３0 の開
始位置は、常時、商用周波数電力の信号波形に同期した時間に設定されているため、プリ
アンブル信号３３0 を検出する検出開始時間は、その検出開始時間の直前になってからで
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も十分間に合うので、プリアンブル信号３３0 を検出する際に、制御部１８、３２の負荷
が大幅に低減される。
【００５４】
また、アップリンク情報領域３５においては、１つ以上の子局２Ａ～２Ｎが送信するパケ
ット情報３５1 ～３５m の送信開始位置が予めフレームヘッダ３３1 に格納された状態で
、対応する１つ以上の子局２Ａ～２Ｎ側に送信されるため、１つ以上の子局２Ａ～２Ｎは
、パケット情報３５1 ～３５m の送信開始時間に従って送信すればよいことになる。この
場合、いずれかの子局２Ａ～２Ｎの送信開始時間を設定するタイマの精度が悪い場合は、
パケット情報３５1 ～３５m の送信開始時間が規定の時間から若干変動し、パケット情報
３５1 ～３５m の受信ができなくなることがある。このため、親局１及び各子局２Ａ～２
Ｎは、タイマの精度をできるだけ高める手段を講じる必要があり、その手段の一例として
、親局１からの指令によって各子局２Ａ～２Ｎ側のタイマを校正すればよい。この他にも
、商用周波数電力の整数倍の信号を送信タイミング制御回路７、２２で生成し、生成した
信号をクロックとしてタイマを動作させるようにすれば、親局１や各子局２Ａ～２Ｎのタ
イマをそれぞれ校正する必要がなくなり、タイマ校正信号の伝送の必要がないので、その
分、伝送効率を改善することができる。
【００５５】
ところで、既に述べたように、電力線３を伝送する情報の伝送速度を高くするためには、
一つの搬送周波数を用い、その搬送周波数に複数のデータを同時に送信できる周波数利用
効率の高い変調方式を用いればよいことになる。この場合、本発明の電力線搬送システム
に利用可能な変調方式としては、種々の方式を挙げることができるが、周波数利用効率の
低い順から高い順に、振幅変調（ＡＭ）方式、直交位相変調（ＱＰＳＫ）方式、振幅と位
相を同時に変化させる多値直交位相振幅変調（ＱＡＭ）方式等があり、これらの変調方式
にさらに周波数多重変調方式を併用すれば、情報の伝送速度をより高くすることができる
。そして、周波数多重搬送波の周波数間隔を送信する伝送期間の逆数と一致させ、高速フ
ーリエ変換処理により変調する直交周波数多重変調方式（ＯＦＤＭ）を用いれば、さらに
周波数利用効率を高めることができ、情報の伝送速度をより高くすることができる。
【００５６】
ところで、周波数利用効率の高い変調方式を用いた場合、ノイズに対する伝送誤り率が高
くなるため、データを再送信する頻度が増え、実効的な伝送速度をそれほど高めることが
できないことになる。このため、本発明の電力線搬送システムにおいては、親局１のフレ
ームスケジューラ１１が常時再送信の発生頻度回数を監視し、再送信の発生頻度に応じて
情報伝送する際の変調方式を指定するようにしているので、ノイズの高低、すなわち、電
力線３の伝送状態の良否に応じて最良の変調方式を採用することができ、情報の伝送品質
を低下させずに、比較的伝送速度の高い情報伝送を行うことができる。
【００５７】
また、本発明の電力線搬送システムにおいては、情報伝送時の変調方式を適宜適宜変化さ
せるとともに、誤り訂正符号化を採用するようにしたので、誤った受信したデータを正し
いデータに回復させることができる。この場合、受信データがどの程度まで誤っていた場
合に、元のデータに戻せるかは誤り訂正符号化率に依存する。これは送信データ量に対す
る誤り訂正符号化後のデータ量の割合であり、誤り訂正符号化率が高いほど送信データの
伝送割合は低くなるが、誤りに対する補正能力は高くなる。そして、この誤り訂正符号化
率を再送信の発生頻度回数に応じて可変するようにすれば、情報の伝送品質を低下させず
に、比較的伝送速度の高い情報伝送を行うことができる。
【００５８】
　以上のように、本発明によれば、いずれかの子局が送信すべき情報を得たとき、その子
局から送信要求情報を親局に送信し、送信要求情報を受信した親局がその子局に情報送信
できる時間領域を割付け、情報送信の割付けが行われた各子局が時分割多重で情報（デー
タ）を送信するようにしているので、一つの子局の情報送信が終了するまで他の子局が情
報送信を待つ必要がなくなり、また、それぞれの伝送周期毎に、親局から子局への伝送情
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報（第１情報）、子局から親局への伝送情報（第２情報）、子局から親局への送信要求情
報、それらの情報に先立って親局から子局に送信されるそれらの情報の送信期間を割当て
る伝送期間割当情報の４つの情報の合計の送信周期を電力周波数の整数分の１の周波数に
対する周期に等しい一定の長さに設定し、その中で、４つの情報の伝送期間をそれらの情
報量に応じて可変にしているので、融通性の高い情報伝送処理が行われ、それにより各種
情報の伝送速度を実質的に高め、かつ、送信情報の待ち時間を短くすることができるとい
う効果がある。
【００５９】
また、本発明によれば、それぞれの伝送周期の始まりが商用周波数の整数分の１に当たる
予め決められた商用周波数の振幅位置になるので、伝送期間割当情報に先立って送信され
るプリアンブル信号を検出する際に、商用周波数の整数分の１に当たる予め決められた商
用周波数の振幅位置の直前から検出を開始すれば足り、制御部がプリアンブル信号の検出
を行うときの負荷が大幅に軽減され、その分、他の情報処理を効率的に実行させることが
できるという効果がある。
【図面の簡単な説明】
【図１】本発明による電力線搬送システムの一つの実施の形態を示すもので、親局及び子
局の要部構成を示すブロック図である。
【図２】図１に図示された電力線搬送システムにおいて、各フレーム周期毎に電力線に伝
送される伝送情報の構成の一例を示す説明図である。
【図３】各伝送周期の始めの位置を、商用周波数電力の信号波形における任意の振幅点に
選ぶことが可能な電源周期検出回路の一例を示すブロック構成図及び信号波形図である。
【符号の説明】
１　親局
２Ａ、２Ｂ、２Ｃ、…　…、２Ｎ　子局
３　電力線
４、１９　結合器
５、２０　電力増幅器（アンプ）
６、２１　変調器
７、２２　送信タイミング制御回路
８、２３　プリアンブル信号生成回路
９、２４　パケットデータ生成回路
１０　フレームヘッダ生成回路
１１　フレームスケジューラ
１２、２６　電源周期検出回路
１３、２７　プリアンブル検出回路
１４、２８　受信タイミング制御回路
１５、２９　復調器
１６　送信要求検出回路
１７、３１　パケットデータ分離回路
１８、３２　制御部
２５　送信要求生成回路
３０　フレームヘッダ解読回路
３３　フレームヘッダ領域
３４　ダウンリンク（Ｄｏｗｎ　Ｌｉｎｋ）情報領域
３５　アップリンク（Ｕｐ　Ｌｉｎｋ）情報領域
３６　送信要求情報領域
３７　バンドパスフィルタ（ＢＰＦ）
３８　比較器
３９　カウンタ
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